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１９９０年代中国後進地域農業変化と地方政府の役割

陳西省三県の調査から

陶　　　大　寧

はじめに

　よく知られているように，１９７８年からの中国の改革 ・開放は農村地域から始まり ，この農村地

域改革の成功を契機として，改革 ・開放の範囲を都市部に広がり ，全面的な経済システム ・行政

組織の改革が行われてきた。しかし，農村地域改革が成功したと評価された一方で，現在の状況

からみると ，その限界が現われている 。そのなかで，農業生産性の問題，郷鎮企業発展の行方 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
農村地域余剰労働力の吸収問題，貧困層の問題，などが特に注目されている 。かつて中国改革 ・

開放の総設計者と呼ばれたヌド小平が「私たちの改革 ・開放は農村から始まり ，農村で成功した 。

だが，経済発展がアンバランスで，１０％の農村地域はまだ貧困状態に止まっ ている 。その大部分
　　　　　　　　　　　　　　　　２）
は西北地域と一部の西南地域である 。」と言ったように，中国の西部でも ，農業生産性や農村地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
域余剰労働力や貧困層などの問題も顕著である 。したがって，中国の西部における農村経済の現

状を実証的に分析し，その問題の所在を明らかにし，かつその解決方向を提示することは急務の

課題となっ ている 。本研究の目的は，後進地域である陳西省の県レベルから ，社会経済的諸条件

を基礎としながら ，杜会経済的 ・自然的 ・地理的な条件のもとで，地方政府がどのような社会経

済的役割を果たしているかを調査し，地方政府と地域経済開発との関係を分析することにある 。

　いままで，経済開発と政府の役割との関係についての研究は少なくない。そのなかで，たとえ

ば， 青木昌彦ほか（１９９７）によれば，政府自身が，個別権益とインセンティブをもち，特定の発

展と歴史的条件のもとで民間部門との相互作用を通じて形作られる経済主体である 。政府は民間

のコー ディネーションの失敗を是正するために外生的に経済システムに付けられた中立的仲裁者

ではなく ，経済システム内の他の経済主体と同じように，情報 ・インセンティブの制約を有する

内生的構成要素である 。したがって，民間のコー ディネーションの効率性促進に関する政府の有

効性は当然のものではないのである 。現実的には，政府の各部門は，さまざまな民問の利害関係

者との相互作用を通じてそれぞれ異なった目的を形成しておる 。石原享一（２０００）によれば，中

央や地方の官庁が積極的な介入によって，改革 ・開放時代の中国経済の発展に対して，果たした

役割は大きく ，地方政府が地元経済の発展に果たした役割はきわめて大きいものであった。また ，

石原氏によれば，中国の地方政府は一方では中央の政策の執行機関として
，．

中央の政策に沿った

方向で経済活動に関与していく 。もう一方では地方政府自体が「利益主体」として地域的エコを

追求する側面ももっている 。したがって，地方政府が地元経済の発展に積極的な役割を果たして

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４９）
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いる一方で，地方政府活動のマイナス面も否定できない。郭小聡（１９９９）によれば，県レベルの

地方政府は，農業生産において，主に生産関係の確立，生産条件の改善および生産構造の調整と

いう三点に役割を果たすべきである 。つまり ，地方政府は，合理的な土地分配方式を確立するこ

と， 合理的な収益分配方式を確立すること ，農業基本建設を組織すること ，農業生産構造を調整

すること ，などの面に責任をもっ ている 。要するに，中国における地方政府は，地域経済にプラ

スの影響も与えれば，マイナスの影響も与えざるを得ない。中国の先進地域にしても ，後進地域

にしても ，程度の差があっても ，経済開発における地方政府の行動は相似している 。

　それでは，なぜ県を対象として分析する必要があるか。それは，県は中国国民経済における基

礎地位をもっている（１９９８年時点では，県面積が国全体の９０％を占め，県人口が国全体の８０％以上を占め ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
県から豊富な労働力と巨大な消費市場が提供され，また，県から主な食糧と農産物原料が提供されている 。）。

県経済は県城経済と農村経済からなり ，県城には，工業や商業や建築業や運輸業やサービス業な

どが集中し，農村には，農業や林業や牧畜業や水産業などが集中している 。県城は農村地域の中

心地として，大都市と農村地域とのつながりの重要な一環である 。県経済は国民経済に大きな影

響力をもっているからである 。たとえば，１９９８年時点，陳西省からみるかぎり ，省の国内総生産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
は１３６３９億元であり ，うち県の国内総生産は７４０２億元であり ，省全体の５４３％を占める 。まだ ，

中国の県経済は，地域性と総合性をもっ ている 。地域性とは，県が空問的に一定の範囲と機能を

もち ，行政的に一定の政策決定権力をもち，相対的な独↓性を有することである 。総合性とは ，

県が県経済において，各産業分野と各行政部門を有することである 。したがって，県を対象とし

て， 地域経済開発における地方政府の役割を分析することは必要かつ重要である 。

　　　　　　　　　　　　　　　６）
　本研究では，後進地域の陳西省における三つの県（長安県，乾県，彬県）を選んで，調査と分析

をした。この三県を選んだ理由は，第一に，三県は社会的な，地理的な，自然的な要因が異なっ

て， 経済水準も異なる（調査した三県についての概況から理解できる）。 異なる条件のもとで，各県

政府の行為を比較するうえで，農村地域経済開発における地方政府の影響を分析するつもりであ

る。 第二に，三県には有力的な協力者がいて，調査に有利である 。今回の調査は，２０００年３月１５

日から４月１５日までの一ヵ 月で実施した。調査方法は主に県政府資料室での資料収集，および政

府職員と農家にたいする聞き取り調査であった。三県の地理的位置は，最後の地図を参照する 。

二． 研究対象地域の概況

　長安県 ・乾県 ・彬県の現状を述べるまえに，三県の所在地域の陳西省について，すこし紹介す

る必要がある 。陳西省は中国内陸の西部に位置し，土地面積は２０６万ｋｍ２であり ，全国の２１％

を占める 。陳西省は北山と秦嶺山脈によって，三大自然地域に分かれている 。北部は陳北地域

（陳西省土地面積の４５％を占める黄土高原地帯からなる）であり ，中部は関中地域（陳西省土地面積の

１９％を占める平原地帯からなる）であり ，南部は陳南地域（陳西省土地面積の３６％を占める山岳地帯から

なる）である 。自然条件において，関中地域は陳北地域 ・陳南地域より恵まれている 。１９９８年の

数字（ｒ陳西省統計年鑑』１９９９年版）では，人口の６０％が，面積の１９％しか占めない土地豊富な関中

平原地域に集中している 。残りの４０％が，面積の８１％を占める北部黄土高原と南部山岳地帯に分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５０）
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布している 。地域の自然環境が人口分布だけではなく ，各地域の経済発展にも影響を与えている 。

　１　長安県

　長安県は西安地区に属し，西安市の南部に位置し，県中心地が西安市までの距離が９ｋｍであ

る。 中国漢時代に，はじめて長安県を設立され，それ以来，歴代の地区編制によって，県名と境

界とは数回に変更され，そのうち ，「常安県」 ，「万年県」 ，「大興城」 ，「大安県」，「成寧県」など

の名が付けられた。中華民国元年，「長安県」の名称が回復された。１９４９年中華人民共和国の建

国にともなって，長安県は西安市が管轄することになった 。

　長安県の土地面積が１５８０ｋｍ２であり ，そのなかで山地が総面積の４０％を占める 。１９９８年長安

県は，４４の郷鎮と６７２の村を管轄する 。総人口が８８万人であり ，そのなかで，農業人口が７７ ．８万

人であり ，非農業人口が１０２万人であり ，農村人口が５２６万人であり ，都市人口が３５４万人であ

る。 ＧＤＰ総額は２５ ．６億元であり ，一人あたりＧＤＰは２６８３元である 。農業総生産額は１２ ．８億元

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
であり ，非農業総生産額は８７５億元である 。食糧総生産量は３６３０５９トンであり ，綿花総生産量は

４４トンであり ，植物油原料総生産量は４６９８トンであり ，肉類総生産量は２９９７６トンである 。（以上

のデータは『陳西省統計年鑑』１９９９年版による 。）

　２ ．乾県

　乾県は成陽地区に属し，成陽市の西北部に位置し，県中心地が成陽市までの距離が４８ｋｍであ

り， 西安市までの距離が６８ｋｍである 。戦国時代に，はじめてこの地に「好時県」を設立され ，

唐時代になって，唐第三代高宗李治と ，その皇后で中国史上唯一の女帝となった則天武后との陵

基がｒ乾陵」と命名された。それによって，地名をｒ乾州」に変わ った。中華民国のとき ，ｒ乾

県」に変更した。１９６０年から乾県は成陽市が管轄することになった 。

　乾県の土地面積が９９４ｋｍ２である 。１９９８年乾県は，２４の郷鎮と４１４の村を管轄する 。総人口が

５３ ．５万人であり ，そのなかで，農業人口が４９ ．８万人であり ，非農業人口が３ ．７万人であり ，農村

人口が１９ ．８万人であり ，都市人口が３３ ．７万人である 。ＧＤＰ総額は１３ ．１億元であり ，一人あたり

ＧＤＰは２４３９元である 。農業総生産額は９．２億元であり ，非農業総生産額は７ ．５億元である 。食糧

総生産量は２７３５０７トンであり ，綿花総生産量は７０４トンであり ，植物油原料総生産量は３９２２ンで

あり ，肉類総生産量は９７０８トンである 。（以上のテータは『陳西省統計年鑑』１９９９年版による 。）

　３ ．彬県

　彬県は成陽地区に属し，成陽市の西北部に位置する 。県の西北部は甘粛省に隣接する 。県中心

地は成陽市までの距離が１２０ｋｍであり ，西安市までの距離が１４０ｋｍである 。秦時代に，はじめ

てこの地にｒ漆県」を設立され，それ以来，歴代の地区編制によって，県名と境界とは数回に変

更され，そのうち ，「新平県」 ，「白土県」 ，「幽州」などの名が付けられた。１９６４年から ，「彬県」

になった。１９６０年から彬県は成陽市が管轄することになった 。

　彬県の土地面積が１２０２ｋｍ２である 。１９９８年彬県は ，１９の郷鎮と３２５の村を管轄する 。総人口が

３１ ．２万人であり ，そのなかで，農業人口が２８ ．６万人であり ，非農業人口が２ ．６万人であり ，農村

人口が１４万人であり ，都市人口が１７ ．２万人である 。ＧＤＰ総額は５．６億元であり ，一人あたり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５１）
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ＧＤＰは１７９９元である 。農業総生産額は４１億元であり ，非農業総生産額は３８億元である 。食糧

総生産量は９０１４６トンであり ，綿花を栽培してない，植物油原料総生産量は１５４１トンであり ，肉

類総生産量は４８７９トンである 。（以上のデータは『陳西省統計年鑑』１９９９年版による 。）

　４ ．経済指標の比較

　調査にあたる三県は行政的には，関中地域の西安市と成陽市に属するが，長安県において，総

面積の４０％が山地であり ，乾県において，北部が乾燥丘陵地帯であり ，彬県において，そのほと

んどが黄土高原である 。ここで，いくつかの指標で，三県の経済水準を比較し，相対的な位置を

つけてみる 。

　まず，１９９８年のデータから ，表１で三県の経済水準を比較する 。

表１　経済指標の比較（１９９８年）

一人あたりＧＤＰ

　（元／人）

農業人ロー人あたり

農業総生産額

　　（元／人）

非農業人ロー人あた

非農業総生産額

　　（元／人）

農業人ロー人あたり

食糧総生産量

　（ｋｇ／人）

農業人ロー人あたり

　耕地面積

　（ムー／人）

人口密度（人／ｋｍ２）

長安県 ２６８３ １６４１ ８５４０２ ５０６ １． １４ ５５７

乾　県 ２４３９ １８４０ ２０３１１ ５４９ １． ５４ ５３８

彬　県 １７９９ １４２０ １４４７０ ３１５ ２． ０５ ２６０

８４県平均 ２６４５ １７８１ ２８０４４ ４８５ １． ９１ １４０

陳西省 ４２９４ １７４８ ｎ． ａ． ４７８ １． ８２ １７０

（出所）『陳西省統計年鑑』１９９９年版より作成 。

（注）農業には林業 ・牧畜業 ・水産業を含める 。

　表１からみると ，一人あたりＧＤＰでは，つまり全体の経済水準において，長安県は首位にあ

る（陳西省における８４の県のなかで，一人あたりＧＤＰでは，長安県は２６位であり ，乾県は４０位であり ，彬

県は６１位である 。８４の県における平均一人あたりＧＤＰは２６４５元である 。つまり ，長安県は平均値を上回 っ

て， 乾県と彬県は平均値を下回 っている
。）。 非農業人ロー人あたり非農業総生産額では，長安県は圧

倒的に優位を占めて，これは長安県が大都市の西安に隣接することによって，第二次産業と第三

次産業において優位性をもつから ，非農業産業の生産性が相対的に高いことである 。農業人ロー

人あたり農業総生産額と農業人ロー人あたり食糧総生産量では，乾県はトソ プであり ，農業生産

において，乾県は相対的に優位性をもっている 。

　次に，１９９０年と１９９８年のデータ（ｒ陳西省統計年鑑』１９９１年版と１９９９年版による 。）を利用して，三

県におけるいくつかの指標値の変動を分析する 。

　図１と図２からみると ，長安県では，県総人口に占める非農業人口および社会総生産額に占め

る非農業生産額は両方とも上昇した。つまり ，長安県は非農業分野に進んでいる 。乾県では，県

総人口に占める非農業人口および社会総生産額に占める非農業生産額は両方ともわずかに増加し

た。 農業 ・非農業の構造はあまり変わ っていない。彬県では，県総人口に占める非農業人口は少

し増加したにもかかわらず，社会総生産額に占める非農業生産額は逆に減少した 。

　図３と図４からみると ，いずれの県においても ，ＧＤＰと一人あたりＧＤＰとの両指標はとも

に上昇した。ところで，三県は，この両指標の上昇率において，格差が存在する 。その格差を表

２で表す。明らかに，ＧＤＰと一人あたりＧＤＰの年問平均上昇率のどれからみても ，長安県は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５２）
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図１　県総人口に占める非展業人口 図２ 社会総生産額に占める非農業総生産額

■長安県９乾県圃彬県 ■長安県８乾県團彬県

１９９０年　　１９９８年
１９９０年 １９９８年

図３　各県のＧＤＰ（名目） 図４ 各県の一人あたりＧＤＰ１名目）

表２　ＧＤＰと一人あたりＧＤＰの年間平均上昇率（％）（１９９０年～１９９８）

長安県

乾　県

彬　県

ＧＤＰ

（名目）

１８ ．９

１７ ．２

１５ ．８

一人あたりＧＤＰ

　　（名目）

１７ ．Ｏ

１６ ．Ｏ

１４ ．５

ＧＤＰ

（実質）

１Ｏ ．３

９． ８

７． ４

一人あたりＧＤＰ

　　（実質）

８． ８

８． ２

６． １

（出所）『陳西省統統計年鑑』１９９１年版，１９９９年版より作成。１９９０年の価格を基準として

　　実質化した 。

　　　　　　　表３　食糧作付面積あたり生産量（ｋｇ／ムー）

長安県 乾　県 彬　県 陳西省 全　国 上位三位 下位三位

１９９０年 ２２９ ２１０ １５３ １７３ ２６２ 吉林　　　（３８７） 陳西　　　（１７３）

上海　　　（３８３） 内モンゴル（１６７）

北京　　　（３６４） 甘粛　　　（！６０）

１９９８年 ２７２ ２８１ １９９ ２１６ ３００ 吉林　　　（４６８） 陳西　　　（２１６）

上海　　　（４０２） 内モンゴル（２０８）

遼寧　　　（４０１） 甘粛　　　（２０１）

（出所）『陳西省統計年鑑』１９９１年版 ・１９９９年版，『中国統計年鑑』１９９１年版 ・！９９９年版より

　　作成 。

ほかの両県より成長している ，彬県はほかの両県より遅れている 。

　最後に，中国全体からみれぱ，調査対象地域がとのような位置付けであるかをみてみよう 。表

３は食糧作付面積あたり生産量を示している 。長安県と乾県は，陳西省の平均値より高く ，全国

の平均値より低い。彬県は陳西省の平均値よりも低く ，全国の平均値よりも低い。三県とも上位

三位とのあいだで，大きな格差があった。また，陳西省は下位三位に入ったから ，陳西省の土地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５３）
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表４　農村労働力一人あたり農村社会総生産額（元／人）

長安県 乾　県 彬　県 陳西省 全　国 上位三位 下位三位

１９９０年 ２９１８ １８９４ １７１５ ２６５８ ３９５６ 天津　（１６２１７） 広西　（１８６５）

上海　（１５７１０） 雲南　（１７１５）

北京　（１５１１７） 貴州　（１３８３）

１９９８年 ２３９４４ ６６１５ ６３９８ １４４３９ 上海　（２５１４２）ホ 甘粛　（３４７４）＊

５０４４＊ ７９０９＊ 天津　（２０４８０）ホ 青海　（３３３９）＊

遼寧　（２０４３９）ホ 貴州　（２２６７）＊

（出所）ｒ陳西省統計年鑑』１９９１年版 ・１９９９年版，『中国統計年鑑』１９９１年版 ・１９９９年版より

　　作成 。

（注）データの制限のため，＊は農村社会総生産附加値である 。

　　　　　　　　表５　農村地域一人あたり純収入（元／人）

長安県 乾　県 彬　県 陳西省 全　国 上位三位 下位三位

１９９０年 ５３０ ５１２ ４４６ ４６０ ６８６ 上海　（１９０７） 陳西　　（４６０）

北京　（１２９７） 貴州　　（４３５）

断江　（１０９９） 甘粛　　（４３１）

１９９８年 １５８８ １２６０ １０７４ １４０６ ２１６２ 上海　（５４０７） 雲南　　（１３８７）

北京　（３９５２） 貴州　　（１３３４）

漸江　（３８１５） チベット（１２３２）

（出所）『陳西省統計年鑑」１９９１年版 ・１９９９年版，『中国統計年鑑』１９９１年版 ・１９９９年版，『長

　　安統計年鑑』１９９１年版　１９９９年版，『成陽統計年鑑』１９９１年版　１９９９年版より作成
。

生産性が相対的にかなり低いである 。

　表４は農村労働力一人あたり農村社会総生産額を示している 。長安県は，陳西省の平均値より

高く ，全国の平均値より低い。乾県と彬県は陳西省の平均値よりも低く ，全国の平均値よりも低

い。 三県とも上位三位とのあいだで，大きな格差があった。また，１９９８年に，長安県の農村労働

力一人あたり農村社会総生産額は，乾県と彬県のそれの３６倍以上であ った。これは，長安県の

農村地域における第二次 ・第三次産業の発展が乾県と彬県の第二次 ・第三次産業を大きく上回る

ことを意味しており ，この指標は表１の非農業人ロー人あたり非農業総生産額指標と ，三県のあ

いだで，同じ傾向を持っている 。

　表５は農村地域一人あたり純収入を示している 。１９９０年の数字では，長安県と乾県は，陳西省

の平均値より高く ，全国の平均値より低い。 彬県は陳西省の平均値よりも低く ，全国の平均値よ

りも低い。１９９８年の数字では，長安県は陳西省の平均値より高く ，全国の平均値より低い。乾県

と彬県は陳西省の平均値よりも低く ，全国の平均値よりも低い。 三県とも上位三位とのあいだで ，

大きな格差があった 。

三． 農業生産と地方政府

　１９４９年建国のあと ，長安県 ・乾県 ・彬県は中国のほかの地方と同じように，農村地域では土地

改革が行われ，「耕す者に畑をあたえよ」運動によって，農民の生産意欲が向上され，農業生産

が迅速に回復し発展された。土地改革後の農村は，まだ零細農家の各自の生産で，半自給自足の

状態であ って，局地には「両極分化」現象も現われた。そして，農業の社会主義改造，農村合作

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５４）
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社運動，人民公社運動などを経て，集団生産体制になった。この人民公社集団生産体制は，零細
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
農家生産にくらべ，農業生産力を発展させた一方で，ｒ平均主義」の要因で農民の生産意欲をく

じいていたことも事実である 。１９７８年の改革開放によって，農家請負責任制が行われ，土地が集

団所有の上で，各農家に分けられた。「第二次土地改革」とも呼ばれる農家請負責任制が，もう

一度農民の生産意欲を刺激した。農業生産性が高められ，農民の生活水準が向上された 。

　陳西省の全域からみれば，農家請負貢任制の実行は大体三つの段階を経験した 。

　第一段階 ：１９８０年から１９８１年までの準備期聞

　最初に農家請負責任制を実行したのは，安徽省である 。人民公社体制のもとで生産意欲が抑え

られた農家たちは，平均主義的な集団労働体制にたいする改革を強く要求した 。１９８０年１月 ，安

徽省鳳陽県に行われた農家請負責任制がはじめて省共産党委員会に認められた。それから ，中国

各地に大きな影響を与えた。１９８０年から ，陳西省において，この改革が各レベルの共産党委員会

と政府に議論された。「社会主義思想が混乱される恐れはある 。」 ，「農家請負責任制が時代を建国

まえに後退させる 。」というような各レベルの政府の幹部から出てきた遅れた考えは，少なくな
９）

い。 実際には農家たちは，この改革をこころから受け入れたい。こうして，考えの統一 幹部ら

の育成訓練，モデルの見学，経験と教訓の総括，という農家請負責任制を実施するための準備段

階を経た 。

　第二段階 ：１９８２年から１９８３年までの実施期間

　長安県 ・乾県 ・彬県の三県において，大体同じ時期から ，農家請負責任制を実施した 。１９８２年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
の半ばから ，耕地は集団所有のまま ，各農家の人口に応じて分けられた。こうして，１９８３年終わ

るごろまで，農家請負責任制という農業生産経営体制改革は基本的に完了した。それから ，農家
　　　　　　　　　１１）
は生産と経営の自主権をもち ，生産意欲が向上された。農業生産は迅速に発展し，農産物の不足

問題は緩和され，農民の生活水準も向上した。表６から ，その変動が読める 。

表６　食糧総生産量 ・農民一人あたり純収入の変動

食糧総生産量（万トン）　農民一人あたり純収入（元／人）

１９８０年 １９８４年 １９９０年 １９８０年 １９８４年 １９９０年

長安県 ２３ ．６４ ３０ ．３４ ３２ ．５３ １５８ ２１６ ５３０

乾　県 １２ ．６９ １９ ．５８ ２４ ．３９ １４７ １９６ ５１２

彬　県 ５． ３７ ８． ２４ ８． ５０ １２５ １６８ ４４６

欧西省 ７５７ ．１Ｏ ９５１ ．９０ １１２９ ．ＯＯ １４２ ２３８ ４６０

（出所）『陳西県情』 ，『長安統計年鑑』１９９１年版，『成陽統計年鑑』１９９１年版
，

　　　『陳西省統計年鑑』１９９１年版より作成 。

　農民　人あたり純収入をみれば，陳西省平均および三県は三倍以上を増加した。陳西省小売物

価変動を考慮すれば，１９７８年を基準年として，物価指数は１００である 。１９８０年の物価指数は１０６ ．４

であり ，１９８４年の物価指数は１１６ ．８であり ，１９９０年の物価指数は２０４ ．２である（ｒ陳西省統計年鑑』

１９９９年版より）。１９８０年から１９９０年まで，物価指数は二倍に近く上昇した。純収入と物価指数との

両方からみると ，あきらかに農家の生活水準が上昇した 。

　第三段階 ：１９９０年からの調整期問

　１９８４年以前，陳西省の各県において，農業生産は農家請負責任制の力を借りて，潜在力を十分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５５）
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に発揮した。しかししばらくして，農家請負責任制の限界が現われた。耕作面積の狭さ ，土地分

散による耕作の不便，人口の変動および労働力の移動によっ て労働投入不足問題，農業向けの資

金投入不足などは，農業生産性の停滞を引き起こした。このような背景のもとで，９０年代のはじ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
めに，陳西省政府は土地の請負責任制について調整案を出した。各県における耕地の譲り渡すこ

とは省政府に認められ，指導される 。具体的なやり方は各県の事情から ，県政府によって決定さ

れる 。長安県 ・乾県 ・彬県において，農家のあいだで，耕地を譲り渡す際に，村民委員会の三分

の二以上の委員の賛成を経て，郷鎮政府および県政府農業行政管理部門の許可が必要である（あ

とで述べるように，実際には長安県と乾県において，地方政府は規模経営の視点から ，積極的に耕地の譲り

渡し，耕地の専業農家への集中，農業生産における規模経営を促進している 。）。 農家に分けた耕地が流
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
動し始めた。長安県と乾県において，耕地のある程度集中につれて，専業農家は生まれている 。

彬県においては，農民の土地にたいする依頼意識が強く ，なかなか土地を手放さない（これは黄

土高原地域の人々の強い保守的な意識と関連し，また，社会的な保障制度がまだ不十分だということと関連

している 。）。

　次に，調査にあたる三県における農業生産の状況を分析してみる 。

　１　長安県において

　まず表７をみると ，１９９０年から１９９８年までの八年間のあいだで，農林水産業総生産額において ，

年平均６ ．５８％の成長率で増加した。そのなかで，年平均成長率が一番高いのは水産業（１６ ．５０％）

であり ，次に牧畜業（１２３３％）であり ，三番目は農業（４３２％）であり ，林業は逆に年平均 一

１２ ．８２％の成長率で衰退した。農業のなかで，一番成長したのは野莱栽培（年平均９．７７％の成長

率）であった 。

　次に表８をみると ，１９９０年から１９９８年までの八年問のあいだで，農林水産業における労働力投

入量は，年平均 一〇 ．３７％の比率で減少した一方，化学肥料使用量は年平均２．４６％の比率で増加し
，

農業生産用ビニール（主に野菜栽培用のビニール ・ハウスをつくる）は年平均１０．７０％の比率で増加

　　　　　　　　　　　　　　　　　表７　長安県農業生産指標
農林水産業総生産額　（万元） 　　←）農業総生産額　（万元） 　　¢食糧生産額　（万元）

　　　　

済作物生産額

　（万元）

　　　野莱生産額　（万元） 　　に）林業総生産額　（万元） 　　（三）牧畜業総生産額　（万元） 　　（四）水産業総生産額　（万元）

１９９０年 ４２３４６ ２９４２０ １７７４５ ５１３ ２６０１ １６３１ １１１９２ １０３

１９９５年 ６１８３０ ３２０１６ １５７３１ ８９２ ２７７８ ８８２ ２８６７２ ２６０

１９９８年 ７０５３０ ４１２６３ １８５６２ ７４０ ５４８４ ５４４ ２８３７３ ３５０

（出所）『長安統計年鑑』１９９１年版，１９９６年版，１９９９年版より作成。１９９０年の価格を基準とする実質生産額である 。

　　　　　　　　　　　　　　　表８　長安県農業生産における投入

農林水産業　労働力　（万人） 化学肥料使用量（トン） 農業生産用ビニール　（トン） 耕作機械　（台） 排水 ・灌概機械

　（台）

収穫機械　（台） 農産品加工機械　　（台） 農業運送機械　（台）

１９９０年 ２７ ．８８ ９４８２０ １０２ ８９８１ １６４５１ ５２２７ ３２９６ ８５２９

１９９５年 ２７ ．６３ １１１８７１ １３１ １５００７ ２０９４４ ６３９０ ４１３７ １０２４５

１９９８年 ２７ ．０６ １１５１７４ ２３０ ２４１２０ ３５０５５ ６１５６ ３６５６ １１１４５

（出所）『長安統計年鑑』１９９１年版，１９９６年版，１９９９年版より作成
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５６）
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し， 耕作機械は年平均１３ ．１４％の比率で増加し，排水 ・灌概機械は年平均９ ．９２％の比率で増加し

た。 表４と関連してみれば，労働力投入の減少のかわりに，化学肥料や農業機械などの生産要
１４）

素投入の増大によって，労働生産性は上昇した 。

　長安県農業経済開発において，県政府はいくつかの面で行動している 。

¢　食糧生産において，伝統晶種の改良と優良品種の普及が県政府によっ て推進され，千ムー以

上の優良品種食糧生産基地を建設している 。農家の優良品種食糧生産にたいして，１９９６年から
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
ムーあたりの農業税の１０％を免除する優遇政策が取られている 。県科技局の指導のもとで，農業

科技教育訓練センターおよび各農業科技教育訓練所から ，農家の優良品種食糧生産を指導した 。

この指導活動がいまも続いている 。

　　野莱生産において，県政府はビニール ・ハウスの野菜栽培面積の拡大と普及を推進している 。

「都市向け，市場向け」という企画のもとで，食糧生産面積を縮小する同時に，ビニール ・ハウ

スの野菜栽培面積を拡大し，規模を拡大する 。農牧局 ・科技局の指導のもとで，３０万ムーの野菜

栽培を計画し（長安県１９９８年の耕地面積は８２ ．６万ムーであり ，この計画によっ て， ３６ ．３％の耕地が野菜栽

培に使われる），西安市の野菜生産基地建設を目指している 。１９９８年のヒニール ・ハウスの野菜栽

培面積は３万ムーであり ，１９９０年の４千ムーの７ ．５倍になった
。

　　農産物市場の改善。都市部の消費需要と農業生産配置の特徴から ，農牧局 ・産業弁公室の指

導のもとで，交通の便利さ ・都市部との隣接を考慮して，新たに二箇所で大型農産物卸売市場を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
建設し，八箇所で農産物市場を建設している 。農産物市場情報センターは農産物市場情報の収集

と整理をして，農家に提供し，農家の農産物専業化生産を指導している 。農産物流通仲介組織に

ついて，農資局および各郷鎮の産業弁公室によって，流通業を従事する人員を組織し，有効的な

流通仲介機能を改善している 。

＠　土地改良と水利施設の建設において，県政府は積極的に促進している 。１９９６年西安市政府か

らの５５７万兀の投資と長安県政府からの３７１万兀の投資によって，広範な土地改良と水利施設の建

設が行われた。１９９６年新たに灌概面積を１ ．３５万ムー 増加し，ｒ早涛保収」（日照りにあっても降雨が

多すぎてもよい収穫が得られる）面積を１ ．１万ムー 増加した。１９９８年新たに灌概面積を１ ．３万ムー 増

加し，「早湯保収」面積をＯ．８万ムー増加した 。

　２ ．乾県において

　まず表９をみると ，１９９０年から１９９８年までの八年問のあいだで，農林水産業総生産額において ，

年平均２ ．３１％の成長率で増加した。そのなかで，農業総生産額は年平均６．５２％の成長率で増加し

た。 食糧生産量は年平均１４４％の比率で増えた。林業 ・牧畜業　水産業における総生産額のテー

　　　　　　　　　　　　　　　　　表９　乾県農業生産指標

農林水産業　農業総生産額　　　¢　　　　　　　　　　　　　　　牛 ・馬飼養量　　豚飼養量　　羊飼養量

総生産額　　　　　　　　食糧生産量　植物油原料生産　綿花生産量

　（万元）　　　（万元）　　　（トン）　　量（トン）　　（トン）　　　（万匹）　　　（万匹）　　　（万匹）

１９９０年　　　３８６４４

１９９５年　　４０８５２

１９９８年　　４６４０３

２３５０３

３４９７８

３８９４９

２４３９００

２１６３２０

２７３５０７

７８１１

９５９０

３９２２

２７０

１３６１

７０４

３． ７８

４． ４６

２． １Ｏ

９． ８８

１１ ．６２

６． ９９

１． ５５

１． ５３

１． ９７

（出所）成陽統計年鑑』１９９１年版，１９９６年版，１９９９年版より作成。１９９０年の価格を基準とする実質生産額である 。

（２５７）
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　表１０乾県農林水産業労働力

１９９０年　　１９９５年　　１９９８年

労働力数（万人）　２０．３８　　２１ ．４２　　２５ ．１７

（出所）『成陽統計年鑑』１９９１年版，１９９６年版，１９９９

　　年版より作成 。

タがないので，その変動は不明である 。

　生産要素の投入について，農林水産業における労働力投入量しか提供することができない（表

１０）。 八年間のあいだで，労働力投入量は増える変動傾向が見られる 。年平均２ ．６７％の比率で増

加し，農林水産業を従事する労働力は４ ．７９万人増えた
。

　乾県農業経済開発において，県政府はいくつかの面で行動している 。

¢　食糧生産基地を建設する 。１９９５年国務院に「全国高品質商品食糧生産基地県」と「大型食糧
　　　　　　　　　　　　１７）
生産基地県」を命名された。県政府の働きかけによって，１９９６年から２０００年までの五年問，成陽

市から１４５０万元農業向けの投資を得た（資金の使い道としては，主に高品質商品食糧生産における生産

要素や土地改良や水利施設の建設などの補助金である）。１９９９年まで，３０万ムーの高品質小麦生産基地

を完成した（１９９８年の耕地面積は７６．８８万ムーであり ，高品質小麦作付は耕地面積の３９％を占める）。

　　土地改良と水利施設の建設において，県政府は積極的に促進している 。県政府の関連部門か

ら農家と個人に資金（低利貸付金の提供すること）と技術（専門家を招き ，指導と訓練すること）の面

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
で便利を与えている 。１９９４年県政府は水利施設の建設と経営の民営化に対する優遇政策を出した 。

たとえば民営水利施設投資者にたいして，（・）水利補助金や食糧生産専用資金やｒ以工代賑」（救

済の代わりに仕事を与える）資金などを低利あるいは無利子で貸付金を提供する 。（ｂ）「抗早費」（耕

地の早舷を解除するために必要な資金）から資金を提供する 。（・）民営水利施設を建設するための申

請・ 審査費用を全額免除する 。（ｄ）建設用地の耕地占用費用を減免する 。（・）電力容量増加費用を減

免する 。（ｆ）投資者に施設所有権，経営自主権，子女相続権および譲渡権と施設販売権を与える 。

　水利施設の建設によって，１９９５年新たに灌概面積を２１００ムー増加し，「早涛保収」面積を３０００

ムー増加した。１９９８年新たに灌概面積を５０００ムー増加し，「早湯保収」面積を５０００ムー増加した 。

　　陳西省りんご生産基地を建設する 。１９９５年陳西省に「優良りんご生産基地県」を命名された 。

県政府と農業局は，生産 ・加工 ・販売の各段階を組織し，技術の普及と情報の提供において指導

している 。果樹とほかの作物を一緒に栽培する場合に，優遇政策として農業税を免除する政策が

取られている（農業特産税しか課さない）。 りんご生産の変動は表１１で示される 。明らかに，栽培

面積もムーあたり生産量も増加した 。

表１１乾県におけるりんご生産の変動

１９８６年 １９９０年 １９９５年 １９９８年

栽培面積
万ムー）

２． ３５ ４． ０８ １３ ．２２ ２８ ．１８

生産量
トン）

２５２９ １１６８０ ８３３７２ ２３０７５８

ムーあたり生産量
（ｋｇ／ムー）

１０７ ．６２ ２８６ ．２７ ６３０ ．６５ ８１８ ．８７

（出所）『陳西省統計年鑑』１９９９年版より作成 。

　　　　　　　　　　（２５８）
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　　　　　　表１２彬県農業生産指標

７９

農林水産業　農業総生産額　　　¢　　　　　　　　　　　　　　　牛 ・馬飼養量　豚飼養量　　羊飼養量

総生産額　　　　　　　　食糧生産量植物油原料生産　綿花生産量

　（万元）　　　（万元）　　　（トン）　　量（トン）　　（トン）　　　（万匹）　　　（万匹）　　　（万匹）

１９９０年　　１０５６７　　　　７１５６

１９９５隼　　１７５３１　　　１０２１６

８５０００　　　　　　　　１６２３

５５２９４　　　　　　　　３９５７

４， ４８　　　　　　　　２ ，４７　　　　　　　　２ ．４６

７， ０２　　　　　　　　２ ，８４　　　　　　　　４ ．８８

１９９８年　　２０７００　　　１２８６９　　　９０１４６　　　　１５４１　　　　　－　　　　２ ，８８　　　　１ ，５４　　　　５ ．７１

（出所）　『成陽統計年鑑』１９９１年版，１９９６年版，１９９９年版より作成。１９９０年の価格を基準とする実質生産額である
。

　３ ．彬県において

　表１２からみると ，１９９０年から１９９８年までの八年問のあいだで，農林水産業総生産額において ，

年平均８ ．７７％の成長率で，二倍近く増加した。そのなかで，農業総生産額は年平均７ ．６１％の成長

率で増加した。林業 ・牧畜業 ・水産業における総生産額のテータがないので，その変動は不明で

ある 。ところが，農林水産業総生産額と農業総生産額との成長率を比較してみれば，また彬県の

現状から ，林業か牧畜業か，あるいは両方ともに農林水産業全体の成長率より高い成長率で増加

した
。

　生産要素の投入について，乾県と同じ，農林水産業における労働力投入量しか提供することが

できない（表１３）。 乾県と同じような変動傾向が見られる 。八年問のあいだで，年平均２ ．７１％の

比率で増加し，農林水産業を従事する労働力は２ ．３６万人増えた
。

　　　　　　　　　　　　　　　　表１３彬県農林水産業労働力

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９９０年　　１９９５年　　１９９８年

　　　　　　　　　　　　労働力数（万人）　　９ ．９１　　１１ ．６３　　１２ ．２７

　　　　　　　　　　　　　（出所）『成陽統計年鑑」１９９１年版，１９９６年版，１９９９

　　　　　　　　　　　　　　　年版より作成 。

　彬県農業経済開発において，県政府はいくつかの面で行動している 。

¢　１９９７年から ，黄土高原の乾燥気侯に応じて，県政府と県農業局の指導のもとで，マルチ農法

による小麦やトウモロコシなどの作付を実験し，普及している 。１９９８年，県政府は県財政支出か

ら５０万元を ，機械の補助と優良種の購入に投入した。また，県政府は農業銀行や農村信用社や貧

困援助弁公室などの部門を指導して，低利で１０７０万兀を農家に貸し付けさせた。これによって ，

マルチ農法小麦種まき機を１０５２台，マルチフィルムを７００トン ，化学肥料を４ ．３８万トン ，優良種

を５２トン ，調達し ，１４ ．２万ムーの小麦を作付した（１９９８年の小麦作付面積は３１ ．６万ムーであり ，マル

チ農法による小麦作付面積は全体の４５％を占めた）。 平均ムーあたり生産量は２２３４ｋｇ，普通の作付法

より９８ ．２ｋｇを増加した。１９９９年マルチ農法による小麦の作付面積が２２ ．８万ムーまで拡大した 。

１９９８年のトウモロコシ作付面積は６ ．６万ムーであり ，そのなかで，マルチ農法によるトウモロコ

シの作付面積は６万ムーで，全体の９０％を占め，平均ムーあたり生産量は６００ｋｇ，普通の作付法

より１７１ｋｇを増加した
。

　　中央政府の「山川秀美工程」（山川緑化プロジェクト）を応じて，県政府と県農業局は成陽市

政府の指導と調査 ・論証に基づいて，１９９９年から ，３年問で１１万ムーの柿生産基地を建設するこ

とを計画した。荒れている山坂を利用して，苗木と技術を提供し，積極的に進めている 。１９９９年

の一年で，２ ．７４万ムーを植えた。このプロジェクトにおいて，県政府は優遇政策を出した。その

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５９）
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なかで，（・）新たに柿園を造る場合に，七年問農業特産税を全額免除し，八年目から十年目までの

三年間農業特産税を半分免除する 。（ｂ）国有企業や集団企業や政府機関などの幹部と職員は１０ムー

以上の柿園を造る場合，年間二か月の有給休暇が得られ，２０ムー以上の柿園を造る場合，年問四

か月の有給休暇が得られる 。

　　県政府から大学の農業専門家や日本長野県の果樹専門家を招き ，技術指導と訓練をしている 。

農業における科学技術の普及と推進が行われている 。また，水利施設の建設において，県政府は

監督し，財政措置から推進している 。

四． 後進地域における農業生産と地方政府

　後進地域である三県についての調査から ，地方政府は農業生産に大きな影響力を与えているこ

とがわかる 。ここでは，調査事例と関連付けながら ，後進地域における農業生産と地方政府の関

係について論点整理を試みる 。

１地方政府は，財政政策，金融政策，農業生産技術の提供，農業関連情報の提供，農産物の生

産・ 加工 ・販売の組織化，などを通じて，農業生産に積極的な役割を果たしている 。

　三県における調査で，うえで述べたように，各県政府は，資金の提供，技術の普及，情報の提

供， 流通ルートの整備，農産物品種の改良，土地改良と水利施設の建設，などを通じて，各方面

から農業生産を促進している 。

　農業生産の構造調整と農産物品種の改良が，三県ともに推進されている 。中国全体からみると ，

改革 ・開放以来，農業生産における構造調整は，たえずに少しずつ変化してきた。中央財経領導

小組弁公室（１９９９）から以下のことが読める 。１９８４年を境として，その以前は，農産物特に食糧

と棉花にたいして供給不足であった。１９８４年以後は，食糧と棉花にたいして超過供給の状態に転

じた 。１９８５年から ，食糧と棉花の作付面積を減らして，ほかの経済作物の作付面積を増加した 。

それから ，政府は，農産物にたいする社会の需要が数量で満足されてから，品質での需要を満足

しなければならないと認識した。「局産優質高効農業」（高産量 ・優良品質　高い効率の農業）を発展

する結論が下された。１９９０年代後期から ，農産物価格の全面的な下落によって，優良品質の農産

物生産を拡大する動きが強くになって，農業生産の構造調整は農業生産を苦境から抜き出す有効

的な方法になった。この動きが調査した三県にもみられる 。地方政府は，農産物生産を多様化し ，

優良品種と栽培技術とを提供することで，農業生産性を高め，農家収入を向上することを努力し

ている 。

２． 市場経済体制が進んでいる一方，地方政府の，農業生産における計画経済の要素はまだ強く

みられている 。

　地方政府は農業生産において，食糧作付面積，優良食糧作付面積，経済作物作付面積，作物の

種類など，いろいろな目標が設定している 。設定された目標を達成するために，地方政府は，政

策や資金や情報などを利用して，農家を指導している 。

　長安県において，１９９６年から ，千ムー以上の優良品種食糧生産基地建設，２０万ムーの高品質小

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６０）
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麦生産，３０万ムーの高品質トウモロコシ生産，などが計画され，県政府によって推進されている 。

この計画作付面積は全耕地面積の６０％以上を占める 。また，「都市向け，市場向け」という企画

のもとで，ビニール ・ハウスの野菜栽培面積を拡大し，３０万ムーの野菜栽培を計画した。この計

画によっ て， １９９８年耕地面積８２ ．６万ムーの３６ ．３％が野菜栽培に使われる
。

　乾県において，県政府によって，１９９６年から２０００年までの五年間，３０万ムーの高品質小麦生産

基地建設と１５万ムーの高品質トウモロコシ生産基地建設が計画された。１９９９年末まで，この生産

基地建設の計画が完成され，面積は乾県耕地全体の５８．５％を占めている（１９９８年末の耕地面積は

７６ ．８８万ムーである）。 計画を完成するために，県政府の働きかけによっ て， 上級政府から１４５０万元

の資金を得て，主に高品質商品食糧生産における生産要素の購入や土地改良や水利施設の建設な

どの補助金として投入した 。

　りんご生産において，１９９５年陳西省にｒ優良りんご生産基地県」を命名されてから ，県政府と

農業局は，１９９９年まで３０万ムーの栽培を計画した。生産 ・加工 ・販売の各段階を組織し，技術の

普及と情報の提供を行われ，優遇政策も取られていた。１９９８年まで，２８ ．１８万ムーのりんご栽培

を完成した（そのあと ，他地域のりんご生産による市場競争が激しく ，乾県におけるりんご生産が過剰に

なり ，３０万ムーの栽培計画を達成しなか った）。 りんご生産以外に，農家収入を増加すると山地を緑

化するために ，１９９７年から ，県政府と農業局は，５万ムーのザクロ ，ナツメ ，アンズとキウイ ・

フルーツの栽培を計画した。荒れている山坂を利用して，苗木と技術を提供し ，１９９９年末まで果

樹の栽培を完了した。１９９９年の『乾県人民政府工作報告』によると ，乾県北部の郷鎮は県政府に

「人均一宙果，戸均一個園」（平均一人に１ムーの果樹，世帯に一つの果樹園という生産計画）を要求さ

れ， 現在実施中である 。

　また，１９９９年８千ムーのタバコ 栽培が計画され，農家は指導を受けて作付した 。

　彬県において，１９９８年県政府はマルチ農法による小麦作付面積１５万ムーを計画し ，当年１４ ．２万

ムー が作付され，マルチ農法による小麦作付面積は小麦総作付面積の４５％を占めた。また，マル

チ農法によるトウモロコシ作付面積６万ムー が計画され，実施された。マルチ農法によるトウモ

ロコシ作付面積はトウモロコシ作付面積の９０％を占めた。１９９９年マルチ農法による小麦作付面積

が２０万ムー計画され，結局２２ ．８万ムーまで作付された。計画したマルチ農法による小麦作付面積

は小麦作付面積の６９ ．５％を占めた。また，マルチ農法による２万ムーのアブラナ作付が計画され ，

実施された。果樹栽培においても ，政府の計画が見られる 。１９９９年から ，３年間で１１万ムーの柿

生産基地を建設することが計画され，県政府によって積極的に実施されている 。

　以上の事実によると ，地方政府からの農業生産計画が農家に大きな影響を与えていることは間

違いない 。

３． 地方政府が経済主体である 。地方の財政状況は地方政府の行動に影響を与えている 。

　財政収支からみれは，地方政府はプラスとマイナスとの両面から農業生産に影響を与えている 。

財政支出の側面において，うえで述べたのように，地方政府は，農業生産にたいする資金や補助

金なとの提供およぴ農村地域における公共事業の供給を通じて，農業生産と農村地域発展にプラ

スの役割を果たしている 。

　その一方では，財政収入の側面において，地方政府はまた農業生産にマイナスの影響を与えて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６１）
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表１４長安県 ・乾県 ・彬県における財政収支（単位 ：万元）

収入

長安県支出

差額 収入

乾県支出

差額 収入

彬県支出

差額

１９９０年 ４８７３ ４０９０ ７８３ １６９４ ２９４９ 一１２５５ ２１０４ ２４９３ 一３８９

１９９１年 ４４９９ ４２５９ ２４０ １５７５ ２８５７ 一１２８２ ２４９９ ２８１０ 一３１１

１９９２年 ４４８４ ４６３１ 一１４７ １６８４ ２８３２ 一１１４８ ２６７１ ３１３６ 一４６５

１９９４年 ４３９３ ６６４２ 一２２４９ ２４７１ ４６２８ 一２１５７ ２３３３ ３９７４ 一１６４１

１９９６年 ７２１２ １０４７８ 一３２７５ ４４０３ ６２２０ 一１８１７ ３４５６ ５０５０ 一１６０１

１９９８年 ８０４１ １２５４３ 一４５０２ ６４５３ ７２１６ 一７６３ ４４１０ ６４５６ 一２０４６

　　　　　　（出所）『陳西省統計年鑑』各年版より作成 。

いる 。表１４に示されたように，九十年代最初から ，乾県と彬県はすでに赤字財政であった。長安

県は１９９２年から ，赤字財政に転じた。深刻な赤字財政を抱えている各県政府は，大きな圧力を直

面している 。このような状況のなかで，地方政府は財政収支を改善するために，税収を増加する

ために，積極的に農業生産を促進している 。もう一方では，税収を拡大するために，農家に負担
　　　　　１９）
をかけている 。農家が多額の不合理な費用を課されている 。

　１９９７年乾県人民政府文書『認真貫徹《決定》精神，切実減軽農民負担』によると ，農民負担を

減らすために，「農民負担」が前年度の一人あたり純収入の５％以内に決定された。「三乱」費用

の徴収を禁止し，農家の現状を無視し「達標昇級活動」（目標を達成し，等級が上がる）をしてはい

けない，また，「農業税」と「農業特産税」を二重課税してはいけない，「農業特産税」を世帯人

数と耕地面積で割り当ててはいけない，と県政府から指示された。ところが，１９９８年乾県人民政

府文書『乾県県郷財源建設規刺１９９８－２０００』と『関於囲続財政孤経済工作的情況報告』によれば，

１９９８年から２０００まで，毎年の県財政収入目標が下された。たとえば，１９９８年の目標が５０００万兀で
，

１９９９年の目標が６５００万元で，２０００年の目標が８０００万元である 。財政収入を保証するために，県政

府は郷鎮政府と税金徴収するための「目標責任書」を結んだ。「目標責任書」は財政収入目標を

達成するために，県政府と郷鎮政府とのあいだで結ばれた契約書であり ，つまり ，財政収入目標

を超過達成する場合に，超過部分の５％を郷 ・鎮 ・村幹部に奨励し，目標を達成しなかったら ，

その差額は郷 ・鎮 ・村幹部の給料から補充するという契約である 。同じような現象は長安県と彬

県にも見られる 。たとえば，長安県県長楊傑１９９９年の『長安県人民政府工作報告』によると ，

１９９８年長安県財政収入目標が７８００万兀と設定され，実際にこの年財政収入が目標より２４１万元を

超過し，８０４１万元まで達成した。このような現状のもとで，農民負担を減らすことは無理であろ

う。

　「農民負担」費用の金額からみると ，長安県農牧局（１９９８）のデータから ，１９９７年長安県は一

人あたり３４０元前後で，一人あたり純収入１５８８元の２１ ．４％を占めた。李文化（１９９９）のデータか

ら， １９９８年乾県は一人あたり３００元前後で，一人あたり純収入１２６０元の２３．８％を占めた。王恵林

（１９９９）のデータから ，１９９８年彬県は一人あたり２１０元前後で，一人あたり純収入１０７４元の１９ ．６％

を占めた。当前我国農業重大問題研究課題組（１９９９）によれば，１９９７年中国全国のテータでは ，

一人あたり「農民負担」が一人あたり純収入を占める比率は１３２％であった。調査した三県の比

率が全国平均より上回ることは明らかである 。このようなｒ農民負担」のもとで，農民の生産意

欲がくじかれ，農業投入能力が弱められ，また，農民の購貝力も弱められ，農村地域の市場繁栄

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６２）



　　　　　　　　　　　 １９９０年代中国後進地域農業変化と地方政府の役割（陶）　　　　　　　　　　　 ８３

が影響を与えられ，という結果がもたらされている 。

　地方政府はそれに属する各行政機関からなり ，各行政機関はそれに属する幹部と職員からなる
。

これらの幹部と職員はひとりひとりの人問であるから ，かれらも個人の利益を追求する動機があ

る。 しかも ，かれらは個人の利益を追求する場合，普通の人より有利な条件を持っている 。した

がっ て， 地方政府が追求する目標と社会が望ましい目標とのあいだで，つねに一致することはな

い。 また，赤字財政の問題は，現在の農村財政税制の体制と関連している 。１９９４年からの税制改

革によって，中央と地方との財政が分けられた。しかし，中央と地方との職権の区分が暖味であ

る。 たとえば，農村地域の道路建設，郵便事務と通信事業，教育の普及，街生事業，などの公共

事業の供給，および政府機関の膨大な人件費が，県政府の財政だけで無理だから ，やむをえない ，

県・ 郷鎮政府はこれらの負担を農民にかけた。結局，地方政府は，プラスとマイナスとの両面か

ら農業生産に影響を与えている 。

４． 地方政府は上級政府に従属しており ，上級政府の評価は地方政府の行動に影響を与えており
，

農業生産に悪影響を与えている 。

　現在の地方政府の行政体制において，県 ・郷 ・鎮政府の幹部は，ほとんど上級政府によっ て任

命される 。そして，各レベルの幹部の実績に対する評価は，主に上級政府からの任務指標の完成

状況と実績によって決められる 。乾県と彬県での聞き取り調査によると ，地方政府の幹部らは ，

個人の地位安定と昇進をもっとも重視し，上級政府指示どおりに行動し，政治的なリスクを犯し

ない。自らの実績を上げて昇進するために，任務指標を達成するために，農業生産における行為

が失策する可能性はある 。上級政府の指示どおりに，農家に農業生産や農業基礎施設建設などを

指導して行われば，失策しても ，責任を取る心配はない。失策による損失は農家に引き受けられ

るしかない 。

　たとえば，彬県では，１９９８年成陽市政府は，甘粛省乾燥地域で成功した「集雨節灌」（雨水を集

めて農地を灌概する）技術を参照して，彬県に「集雨節灌」用の貯水池を建設する任務を指示した 。

当時成陽市政府が１００万元を ，彬県政府が１５０万元を ，農家が１５万元を出資し ，あわせて２６５万元

で県内の１０２１箇所に貯水池と関連施設を造 った。ところが，調査 ・論証が不十分で（技術の問題

点， 土質の問題点），あとの利用にたいする調査によれば，１０２１箇所貯水池と関連施設のうち
，

８５６箇所は利用できない状態になった（全体の７９ ．７％を占めた）。 大きな失策だといえる 。この問題

について，当時，成陽市政府の指示もあり ，出資もあり ，彬県政府としては，拒否できないより
も， 拒否したくなかったと ，県政府の幹部に言われた 。

　乾県では，陳西省政府から「優良りんご生産基地県」の命名によって，県政府と農業局は ，３０

万ムーのりんご栽培を計画し，１９９８年まで，２８ ．１８万ムーの栽培を完成した。ところが，りんご

品種と市場競争の問題で，乾県におけるりんご生産が過剰になり ，農家のりんごは売れない状態

になった。それから ，果樹を切り倒し，野菜栽培に転換するケースも現われた 。

　また，いまの行政体制における各種の「達標昇級活動」（目標を達成し，等級が上がる）は，農業

だけでなく ，経済の各分野に影響を与えている 。この現象が三県にもよく見られる 。下級政府は

自分の利益から ，上級政府に下された目標を達成するために，現実を無視し，いろいろな指標を

設定し，各レベルの検査と評価を行 って，農業や工業や商業や行政機関などにマイナスの影響を
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与えている 。上級政府から高い評価を得るために，虚偽の目標達成報告書や統計などを作って ，

結局，経済発展の現状を把握することは困難になり ，誤る政策を出す可能性がある 。このことは

また，政府機関の職員たちの不正行為と汚職を繋がっている 。

　以上を踏まえて，農業生産における地方政府の役割を考えると ，以下の点をまとめることがで

きる 。つまり ，農業生産において，先進地域では市場主導型であり ，後進地域では政府主導型で

ある 。

　衛龍宝（１９９９）によれば，先進地域において，市場経済が発達しているので，地方政府は，政

策の制定，情報の提供，流通の整備，などを通じて，農業生産に間接に介入し，先進地域におけ

る市場主導は，その地域における経済の発達と関連している 。先進地域において，農家は農産物

の市場需要と価格を敏感に反応し，地方政府の農業部門からの情報にしたがって，農産物の種類

と作付面積を決定する 。また，張雪梅（１９９９）によれば，先進地域において，農家が市場経済の

意識，農業生産技術，生産経営規模，および生産者の質なとの面では，内陸地域の農家より優れ

て， 農業生産に適合する「公司十農戸」（農産物を加工 ・販売する企業十農家）という組織が普及し

ている 。ｒ公司十農戸」とは，資金と技術と情報を持っている企業を主体として，分散する農家

を生産基地として，契約で企業と農家とを結んで，農産物の生産 ・加工 ・販売をする組織である 。

企業は情報と技術を，ときには資金も農家に提供し，農家の生産を指導することを通じて，農家
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
から農産物を確保し，購入 ・加工 ・販売する 。企業にとっては，必要である農産物を安定的に確

保でき ，しかもコストを削減できる 。農家にとっては，必要である技術と資金を入手でき ，生産

された農産物を安定的に売れる 。このような組織では，農家は企業を向き ，企業は市場を向いて

おり ，つまり市場は農業生産を誘導している 。江煕 ・段志煙編（１９９８）によれば，東部沿海農村

地域における農家は，過去の計画経済体制から解放されたあと ，後進地域の農家より ，速やかに

市場需要と利益にしたがって，労働力と農産物種類を調整し，多様化経営と第二 ・第三次産業へ

の参入を進んでいる 。

　今回の調査からみれば，後進地域である三県において，先進地域に比べ，教育水準と文化環境

の影響，生産者の質，流通の不整備，情報収集の遅れ，技術の遅れ，などの問題によって，農家

は従来の作付方法に慣れていて，周囲の人のまねをする意識が強く ，自ら情報をとらえ，市場需

要と価格を敏感に反応し，農作業計画を決める能力が低い。したがって，地方政府の指導はより

重要であり ，ときには地方政府による直接的な介入も必要であり ，地方政府の主導的な役割は不

可欠である 。

　郭小聡（１９９９）は，県政府は農業生産を介入する際に，主に生産関係の確立，生産条件の改善

および生産構造の調整という三点で役割を果たすべきだと論じた。具体的には，地方政府は，¢

合理的な土地分配方式を確立すること ，　合理的な収益分配方式を確立すること ，　農業基本建

設を組織すること ，＠農業生産構造を調整すること ，などの面で責任をもっている 。調査した三

県において，第¢点では，戸籍から農家の農村人口に応じてｒ口糧田」を ，農業労働力に応じて

ｒ責任田」を分けるという方式で耕地を分配した。その後，耕地を有効に利用できるようにする

ために，耕地の譲り渡す（有償）ことが行われている 。第　点では，どのような収益分配方式が

合理的であるか，それを判断することはなかなか難しい。現在実行している収益分配方式につい

て， 地方政府と農家とのそれぞれの立場から ，異なる結論が出されるであろう 。第　点では，農
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業基本建設への投入は農業を発展させるための基本条件である 。農業基本建設投資は，投入資金

が多く ，建設期間が長く ，投資収益回収時問が長いために，一種の社会利益を持つ投資行動だと

言える 。したがって，地方政府は投資活動を組織し，調整しなければならない。三県では，県政

府は積極的に優遇政策や資金援助などを通じて，土地改良と水利施設の建設を促進している 。第

　点では，農業生産の構造調整と農産物晶種の改良が，三県ともに推進されている 。各県政府は ，

自然条件 ・地理条件 ・市場需要を応じて，農 ・林 ・牧畜 ・水産業の構造を調整しながら ，地域経

済の発展と農家収入の向上を努力している 。

　以上で述べたように，後進地域における地方政府からの主導はプラス面もあり ，マイナス面も

ある 。どのようにプラスの要素を維持し，マイナスの影響を避けることは，これからの課題であ

る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）

１）たとえば，加藤弘之（１９９５），加藤弘之（１９９７），中兼和津次（１９９７） ，厳善平（１９９７），趨雪（１９９２

　　年），華腔阻 ・筒新牛（１９９４），程厚思（１９９９）などほかに多数の研究者は，これらの問題について ，

　　詳しく論じていた 。

２）１９８６年３月２８日の文書「享事実来説話」，椰小平文選』第三巻，１９９６年人民出版社
。

３）たとえば，国務院扶貧弁西部中心課題組（１９９９），侯軍岐（１９９９），程厚思（１９９９）などは，中国西

　　部の農業生産や貧困などの問題について論じた 。

４）郭小聡（１９９９）による
。

５）陳西省統計局『陳西省統計年鑑』１９９９年版による 。

６）一人当りＧＤＰからみれば，１９９７年時点では，陳西省は中国の三十一の省 ・白治区 ・直轄市のなか

　　で，二十八位であった。陳西省の一人当りＧＤＰが，首位上海市のそれのＯ．１６倍しかなか った，全国

　　平均のそれのＯ．６倍にすぎなか った 。

７）　ここでの「農業総生産額」と「非農業総生産額」は，一年間の農業総生産物と非農業総生産物に ，

　　その市場価格をかけてすべて加えた値である 。中問生産物は計算から除外されていない。乾県と彬県

　　のそれも同じである 。また，農業には林業 ・牧畜業 ・水産業を含める 。

８）『陳西県１青』によれは，零細農家はできない農業事業が進められた。たとえは，農業水利工事，土地

　　改良，農業道具改良，機械 ・農業技術応用，農村工業の発展などである 。

９）『陳西省農村改革回顧与展望』によれば，この時期，政府内部で農家請負責任制の実施を反対する声

　　が大きかったという 。陳西省の人々の言ったように，省政府のなかに，陳北地区の出身者（延安時代

　　の幹部とその部下）が多いので，いつも保守的な意識は強い。下級政府の幹部らが自分自身の地位を

　　守るために，上級政府の指示を反対しない環境のなかで，省全体からみれば，考えかたや意識などに

　　おいて，東部地域より遅れれいる 。農家請負責任制についての議論は，陳西省だけではなく ，王瑞瑛

　　（１９９８）によれば，当時中国全体において，この問題が議論された 。

１０）『陳西省農村改革回顧与展望』によると ，耕地を分ける原則としては，戸籍から農家の農村人口に応

　　じて「口糧田」（農家自らの消費のための耕地）を分ける 。農業労働力に応じて「責任田」（国家へ食

　　糧とアブラナ種を売り渡しなければならない耕地）を分ける 。農家に耕地を分けるとき ，距離の近い

　　遠い，質の良い悪い耕地を組み合わせて分けた。また，王瑞瑛（１９９８）によれば，中国全体において ，

　　耕地を分ける方法は地方によって違う 。たとえば，「口糧田」と「責任田」をセットして農村人口に

　　応じて分ける方法もあれば，「口糧田」と「責任田」とのほかに，牛 ・馬 ・豚の飼養量に応じて「飼

　　料田」も分ける方法もある 。

１１）国家へ食糧とアブラナ種を売り渡すことを保障する前提のもとで，農家は何を ，どのぐらい作付す

　　るか，自由である 。余剰の生産物を市場で販売することも認められた。しかし長安県の場合，食糧市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６５）
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　　場を管理するために，県内外の食糧加工企業が直接に農村から余剰食糧を購買することは禁止されて

　　いる。乾県と彬県では，このような禁止命令があるかどうかは不明である 。

１２）『陳西省政府関於農村地区耕地転譲承包実施弁法』（陳西省人民政府弁公室，１９９０年３月）によって
，

　　省政府は各県における耕地の譲り渡すを指導する 。具体的なやり方は各県の事情から ，県政府によっ

　　て決定される 。

１３）専業農家は，中国語で「農業専業戸」という 。特定の農産物の生産に特化した農家である 。

１４）農林水産業総生産額の成長率に大きく貢献した牧畜業と水産業において，飼料用作物の作付と資金

　　の投入が重要な役割を果たしたと思うが，資料とデータの限り ，この部分の生産要素投入について分

　　析できない 。

１５）１９９７年３月１０日長安県第十三届人民代表大会における陶建勇長安県県長の『長安県人民政府工作報

　　告』による 。

１６）２０００年４月の中共長安県県委　長安県人民政府の『関於２０００年農業和農村工作的意見』による
。

１７）１９９５年１１月の中共乾県県委　乾県人民政府『乾県経済発展基本思路』によれば，１９９６年から２０００年

　　までの五年問，中央政府は全国で２０箇所の「高品質商品食糧生産基地建設」を決定し，総額二十億元

　　を投資する 。成陽市は西北地域の唯一の高品質商品食糧生産基地であり ，総額一億元が投資された 。

　　乾県は成陽市における八つの「高品質商品食糧生産基地」の市 ・区 ・県のなかで，総投資額で首位で

　　ある 。

１８）乾県人民政府の『関於鼓励支持民弁水利事業発展的意見』のなかで，民営水利事業の定義，優遇政

　　策の範囲，投資者の権益と義務，申請 ・審査の手続きなどを明確に決定された 。

１９）「農民負担」というのは，主に四つの部分からなる 。第一は税収であり ，「農業税」 ，「農業特産税」

　　および「屠宰税」である 。第二は「三提五統」であり ，「公積金」 ，「公益金」 ，「管理費」，「計画生育

　　費」，「民兵訓練費」，「衛生事業費」，「教育費」および「幹部提留」である 。第三は「農民義務工」で

　　ある 。第四は「三乱」であり ，つまり ，名目のない費用「乱集資 ・乱罰款 ・乱難派」（権力を濫用し

　　て，資金を寄せ集めること ・罰金を取ること ・資金を割り当てること）である 。

２０）「公司十農戸」について，一つの例として，山東省における１０社の企業と農家との結び方式を，次の

　　表で示す（１９９６年のデータである）。

表１５　山東省における企業と農家との連結

企業名称 主な製品 販売総額

万元）

利潤 ・税金総

（万元）

関連農家数

（万戸）

連結方式

諸城対外貿易集団公司 冷凍鶏肉，澱粉 ２７３０００ １６０００ １００ ．０ 契約

臨折市金鍵企業集団 ハム １２５０００ ９０００ ２． １ 契約

柳城嘉明実業有限公司 肉食用鶏，飼料 ５８０００ ３０９３ Ｏ． ３５ 契約

安丘市外貿冷蔵廠 肉食用鶏，肉食用兎 ５２０００ ２１００ ８． ０ 契約

徳州嘉徳実業有限公司 冷凍鶏肉，飼料 ５０６００ ３５００ ０． １２８ 契約

山東鳳祥集団公司 冷凍鶏肉，飼料 ４２０００ ３０６８ ０． ４ 契約

山東興齋集団有限公司 澱粉，飼料 ４０２５０ １１３３ １２ ．０ 契約

栄成邸家水産集団公司 水産物 ６１７２２ ６５１３ Ｏ． ２８３５ 契約

栄成大魚島漁業集団公司 水産物 ２５２０６ ５４３１ Ｏ． ４０６８ 契約

栄成靖海漁業集団公司 水産物 ４５０３６ ５０１６ ０． ３１０８ 契約

（出所） 楊先芥 ・胡継連 ・蒋慶功 ・史建民 ・劉玉斌 ・劉成旭「農業産業化利益分配機制研究」『農業経済問題』１９９８年第１１

期

（２６６）
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